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5-3.  

 

都市公園の占用許可特例制度 
（法第 62条の 2） 

Ⅰ.制度の背景・目的 

◉ 都市機能が集積し、既に市街地化が進んでいる都市再生整備計画の区域においては、都市の居
住者、来訪者又は滞在者にとって利便性の高い自転車駐車場（サイクルポート）や観光案内所
等の施設を設置する適当な場所の確保が困難な場合が想定されることから、当該区域内の公園
はその設置場所の候補地となり得ます。 

 
 
◉ また、都市再生推進法人等のまちづくり団体が、都市公園をはじめとする公共公益施設を活用

してまちづくり活動を行う際、当該施設の使用の可否が見通せないことが事業実施の妨げにな
っている場合もあるため、民間まちづくり活動の促進を図る観点から、許可の予見性を高め、
都市公園の占用許可手続きを簡素化する必要があります。 

 
 
◉ このため、あらかじめ公園管理者と協議し、その同意を得た場合には、都市再生整備計画に、

都市公園における居住者等の利便の増進に資する施設の設置に関する事項を記載することが
できることとし、当該事項が記載された都市再生整備計画の公表から 2年以内に当該施設に係
る占用許可の申請があった場合は、技術的基準に適合すれば、都市公園法第 7条の規定にかか
わらず、公園管理者は、その占用を許可することとする特例を設けました。 
（H28都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行について（技術的助言）） 
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Ⅱ.制度の概要 

◉ 通常、都市公園の占用は、一定の物件又は施設によるものに限定され、公衆の利用に著しい支
障を及ぼさず、かつ、必要やむを得ない場合等にしか許可されません（都市公園法第７条）が、
市町村が、都市の居住者、来訪者又は滞在者の利便の増進に寄与するために必要であるとして、
都市再生整備計画に位置づけた施設等については、一定の要件を満たせば、公園の占用許可の
特例を受けることができます。 
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■ 特例を適用可能な施設 
◉ 特例を適用可能な施設は、自転車駐車場、観光案内所その他都市の居住者、来訪者又は滞在者

の利便の増進に寄与するものとして、サイクルポート、観光案内所、路線バス（※）の停留所
のベンチ・上家、競技会等のために設けられる仮設工作物とされています。（法第 46条第 12項、

施行令第 17条） 
※いわゆるコミュニティバスを想定していますが、どのような運行形態、運行区域の路線バスが対象
となるかについては、公園管理者が、都市再生整備計画への施設の設置に関する事項の記載にあた
っての協議段階において、地域の実情に応じて個別に判断することとなります。例えば、学校や病
院、鉄道駅など居住者が日常で利用する施設が隣接する市町村にあり、市町村の区域を跨いで運行
区域が設定されているコミュニティバス等は対象となると考えられます。 

 
■ 特例の適用を受けるための要件 
◉ 設置に当たっては、都市公園の環境の維持及び向上を図るため、清掃等が適切に行われなけれ

ばなりません。（法第 46条第 12項） 

Ⅲ.制度活用のメリット 

◉ 公園管理者にとっては、民間の力を活用して、民間まちづくり活動の促進や公園環境の維持及
び向上を図ることができます。 

◉ 市町村にとっては、公園空間を活用することで、まちの居住者、来訪者又は滞在者の利便の増
進を図ることができます。 

◉ 占用主体（都市再生推進法人等）にとっては、都市公園を活用した民間まちづくり活動などの
事業ができます。 
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Ⅳ.制度活用の手続き 

■ 都市再生整備計画の提案～公表まで 

 
 

市町村が、都市再生整備計画に特例の対象を記載 

◉ 市町村は、「都市の居住者、来訪者又は滞在者の利便の増進に寄与する施設」を占用許可
を得て都市公園に設置することについて、都市再生整備計画に記載することができます。
（法第 46 条第 12 項） 

◉ 当該施設のみを利用する者が増大すること等による都市公園の環境悪化も懸念されること 
から、清掃等の都市公園の環境の維持及び向上についても併せて記載する必要があります。 

◉ 市町村は、上記記載を行おうとする場合、公園管理者に協議して同意を得る必要があります。 
（法第 46 条第 13 項） 

 
  

☞１  
 

市町村 公園管理者

都市再生整備計画の公表
（法第46条第28項）

公園管理者とあらかじめ協議
（法第46条第13項）

都市再生整備計画に、都市
公園の利用について記載

（法第46条第12項）

都市再生推進法人等

都市再生整備計画を
提案することができる

※計画の提案がない場合でも、市町村は
都市再生整備計画を策定できます

☞１
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■ 公園占用許可申請～占用許可まで 

 

都市公園の占用の許可 

◉ 都市再生整備計画が公表された日から 2 年以内に、当該都市再生整備計画に基づく都市公
園の占用許可の申請があった場合においては、技術的基準に適合する限りにおいて、許可
をすることとされています。（法第 62 条の２） 

◉ まちなかウォーカブル区域内では都市再生推進法人を経由して公園の占用許可の申請手続
きが可能です。（☞P.23） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 
  

☞２  
 

参考：都市公園の占用許可特例制度のイメージ 
 

占用主体 市町村

許可

受理・審査

（都市再生整備計画の公表から２年以内）

都市再生推進法人

占用許可を申請

※都市再生推進法人を経由して占用許可の申請

まちなかウォーカブル区域
内の場合
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■ まちなかウォーカブル区域内の都市公園法の特例等につきましては、下記をご参照ください。 
 
 看板等設置に係る都市公園の占用許可の特例（☞P.89） 

 公園施設の設置管理許可の特例（☞P.93） 

 公園施設設置管理協定制度（☞P.95） 
 

 

参考：官民連携まちづくりに関する占用許可の特例制度等の一覧 
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